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は じ め に 
 
 尺別炭砿は 1970 年 2 月 27 日に閉山し、その地域には、現在、炭鉱や暮らしを示すものは何も残
っていない。戦後最盛期に 900 を数えた炭鉱は、1950 年代以降、そのすべてが閉山したが、尺別ほ
ど完璧に消え去った地域はほかにない。しかし、否、それゆえに、尺別で暮らした人たちは、閉山
から 50 年近くを経過した現在でも、強い絆で結ばれている。私どもは、この「尺別の絆」に衝撃を


































































母集団名簿として、『尺別炭砿労働組合解散記念誌 道標 山峡の灯』（1970 年 10 月発行）、『尺
別炭砿中学校閉校 30 周年記念誌 あこがれ』（2000 年 7 月発行）を利用した。 
2016 年東京尺別会調査の対象者は、このうち、東京尺別会会員ならびに 2016 年に開催された尺
別炭砿中学校同期会（14 期、15 期）出席者である。なお、東京尺別会会員数ならびに尺別炭砿中学







表 1—1 東京尺別会会員数（2016年 5月 21日現在） 
 男性 女性 計 
東京都  20 人 17 人  37 人 
神奈川県  46 17  63 
千葉県  30 20  50 
埼玉県  21  9  30 
茨城県   8  3  11 
北海道   4  6  10 
青森県   0  1   1 
栃木県   2  1   3 
群馬県   1  1   2 
静岡県   4  4   8 
愛知県   5  0   5 
岐阜県   1  0   1 
大阪府   0  2   2 
兵庫県   1  0   1 
島根県   0  1   1 
広島県   0  1   1 
山口県   1  0   1 
福岡県   0  2   2 
福島県   2  2   4 
宮城県   4  0   4 
特別会員   2  1   3 
合計 152 88 240 
       注：東京尺別会事務局より提供、家族会員を除く。 
 
表 1-2 東京尺別会会員：尺別炭砿中学校卒業期別人数（2016年 4月末現在） 
１期 ２期 ３期 ４期 ５期 ６期 ７期 ８期 ９期 10 期 
 3 人  3  4  3  3  3  2  4  7  1 
11 期 12 期 13 期 14 期 15 期 16 期 17 期 18 期 19 期 20 期 
 1  9  3  4  9  6 10  7  0  7 
21 期 22 期 23 期 24 期 25 期 26 期 計  

































①東京尺別会：2016 年 5 月 21 日（土）11:00～  
第 17 回東京尺別会会場（中野サンプラザ 14 階ホール）で配布。 
配布数 265 票（当日 91 票、前日郵送 174 票、当日欠席分３票：参加者経由・23 日郵送） 




②尺別炭砿中学校同期会：14 期（7 月 7 日釧路で開催）・15 期（7 月 30 日札幌で開催） 
東京尺別会会員経由で配布し、回収は郵送とした。配布数は 29 票であった。 
 
回収：有効回収票・回収率は、回答票数 165 票であったが、出生年を含め未記入の多い１票を無効
とし、有効回収票数 164 票、有効回収率 55.8％（表 1-3）であった。東京尺別会会員での有効回収
率は 57.7％と高く、なかでも子・きょうだい票では 70.4％に達した。 
 
表 1-3 東京尺別会会員：尺別炭砿中学校卒業期別人数（2016年 4月末現在） 
調査票種別 配布数 有効回収数 有効回収率 
東京尺別会 
世帯主票  78  42 53.8 
妻票  52  16 30.8 
子・きょうだい票 135  95 70.4 
東京尺別会 小計 265 153 57.7 
子・きょうだい票（同期会）  29  11 37.9 





 以下では、対象者 164 名の基本属性を概観しておく。まず対象者の出生年は、表 1-4 のとおり、





る。以下の分析では、閉山時年齢 20 歳を基準に、「1949 年以前出生コーホート」（閉山時 21 歳以上）




表 1-4 対象者の出生年分布 
出生年 閉山時年齢 世帯主 妻 子・きょうだい 
1925-29 年 41-45 歳  9 人 21.4％  1 人  6.3％   0 人  0％ 
1930-34 36-40 12 28.6  5 31.3   3  2.8 
1935-39 31-35 12 28.6  6 37.5   4  3.8 
1940-44 26-30  7 16.7  3 18.8  14 13.2 
1945-49 21-25  2  4.8  1  6.3  28 26.4 
1950-54 16-20  0  0.0  0  0.0  39 36.8 
1955-58 12-15  0  0.0  0  0.0  18 17.0 
合計 42 100.0 16 100.0 106 100.0 
 
表 1-5 性別と出生年コーホートの組合せ  （人） 





男性 72 36 108 
女性 35 21 56 









                 表 1-6 出生地              （％） 
  N 尺別 
それ以外 
小計 道内 道外 無回答 
世帯主  42 26.2 73.8 50.0 21.4 2.4 
妻  16 31.3 68.8 43.8 18.7 6.3 
子・きょうだい 104 54.8 45.2 31.7  8.6 4.8 
注：「子・きょうだい」は尺別出生か否かの不明２名を除く。 
 
また、尺別に来住した時期を年齢で確認すると、表 1-7 のとおり、世帯主、妻とも「10 歳未満」
の比率が 50％におよぶ。「10 歳以降」の場合には、世帯主の方が、妻よりも年齢が低い傾向がある。
妻では 19％が「20 歳以降」であり、結婚を機に尺別へ移住したと考えられる。子・きょうだいの場







            表 1-7尺別来住時の年齢（尺別生まれを含む）          （％） 
 N 0-4 歳 5-9 歳 10-14 歳 15-19 歳 20-24 歳 25-29 歳 30-34 歳 無回答 
世帯主  42 35.7 14.3  9.5 16.7 11.9  2.4 2.4 7.1 
妻  16 31.3 18.8 18.8  6.3  6.3 12.5 - 6.3 
子・きょうだい 106 72.6 15.1  9.4  0.9 - - - 1.9 
 




                 表 1-8 閉山までの居住年数            （％） 
 N 0-4 年 5-9 年 10-14 年 15-19 年 20-24 年 25-29 年 30-34 年 35-39 年 無回答 
世帯主  42 2.4 2.4  4.8 14.3 21.4 14.3 21.4 11.9 7.1 
妻  16 - 6.3 12.5 - 31.3 18.8 12.5 12.5 6.3 











 また仕事内容については、表 1-10 のとおり、「採炭・掘進」「仕繰・機電・運搬・測量・保安」な
ど「坑内」作業に従事していた者と、「坑外」「労務」などに分かれている。 
 
        表 1-9 尺別炭砿での職位（閉山時もしくは離職時）    （％） 
 N 鉱員 准員 職員 
関連 
会社 
不詳 非該当 無回答 
世帯主（本人の職位）  42 31.0 23.8 21.4 16.7 - -  7.1 
妻（夫の）  16 43.8 - 25.0 - - 31.3  - 
子・きょうだい 
（父・きょうだいの） 
106 34.9  2.8 22.6  8.5 20.8  1.9  8.5 
 




















 42 28.6 16.7  9.5 11.9 11.9  7.1 - 14.3 
妻（夫の）  16 25.0 18.7 12.5 12.5 - - 31.3 - 
子・きょうだい 
（父・きょうだいの） 












表 1-11 父親が尺別炭砿で働いた経験の有無    （％） 
 N ある ない 無回答 
世帯主 42 57.1 40.5 2.4 
妻 16 75.0 25.0 - 
 




                      表 1-12 閉山時の世帯構成              （％） 
 N 単身 
夫婦のみ 夫婦と子ども 








世帯主  42 4.8 7.1 7.1 42.9 16.7  2.4 19.0 - - 
妻  16 - 6.3 6.3 37.5  6.3 12.5 - 31.3 - 
子・きょうだい 106 0.9 - - 78.5 13.1 -  5.6 - 1.9 
 
２－５．最終学歴 
 最後に、最終学歴を確認しておく。表 1-13 のとおり、子・きょうだいで「大学・大学院」が４分
の１を占め、世代間での高学歴化の傾向を確認できる。 
 
                 表 1-13 最終学歴               （％） 








世帯主  42 45.2 47.6 -  4.8 - 2.4 
妻  16 62.5 25.0 - - 12.5 - 













世帯主票回答者（42 名）および妻票回答者の「夫」（夫が世帯主票回答の５名を除く 11 名）を合わ
せた 53 名をとりあげる。ただし、「仕事上の身分」、「仕事上の内容」、「労働組合」項目では、子・
きょうだい票回答者の父・兄（104 名）を合わせて集計している1。 















票 Q5-1）。尺別炭砿に入社した時期は表 2—1 のとおりである。全体で最も多いのは「1950 年代前半」
で 29％、ついで「1940 年代後半」が 27％となっている。これを出生年コーホート別にみると、年
長コーホートの大半は、炭鉱が盛んだった 1940 年代後半から 50 年代前半までに入社した一方、年
少コーホートの大半は、炭鉱が次第に斜陽化していく 50 年代後半以降に入社している。 
 
           表 2—1 尺別炭砿入社時期（世帯主票・妻票の夫）      （％） 













全体 48 8.3 27.1 29.2 14.6 14.6 6.3 
1934 年以前出生 27 14.8 44.4 37.0 0.0 3.7 0.0 




～16 歳から入社が多くみられるが、年少コーホートでは 18～19 歳から入社が増加する。前者は中



















    表 2—2 尺別炭砿での仕事身分（世帯主票・妻票の夫・子きょうだいの父）（％） 
  N 鉱員 准員 職員 関連会社・その他 
全体 117 47.0 11.1 29.9 12.0 
1934 年以前出生 96 50.0 5.2 32.3 12.5 
1935 年以降出生 21 33.3 38.1 19.0 9.5 
注：N は無回答および詳細不明 40 名を除く。 
 




   表 2—3 尺別炭砿での仕事内容（世帯主票・妻票の夫・子きょうだいの父）  （％） 
  N 採炭・掘進 仕繰・機電・運搬 坑外・労務・生産 その他 
全体 107 29.9 22.4 25.2 22.4 
1934 年以前出生 87 25.3 26.4 26.4 21.8 
1935 年以降出生 20 50.0 5.0 20.0 25.0 




















しくは離職）直前の組合加入状況（世帯主票 Q6.4、妻票 Q5SQ4.1、子・きょうだい票 Q8）をみる







表 2-4 仕事身分別組合活動参加状況（世帯主票・妻票の夫・子きょうだいの父）（％） 
  N 加入していた 加入していなかった 
全体 118 73.7 26.3 
鉱員 56 98.2 1.8 
准員職員 48 47.9 52.1 
関連会社・その他 14 64.3 35.7 
注：N は無回答および詳細不明 39 名を除く。 
 
つぎに、閉山（もしくは離職）直前の組合での地位（世帯主票 Q6.4SQ、妻票 Q5SQ4.2、子・き































              表 2-5 離職時期（世帯主票・妻票の夫）        （％） 
  N 閉山で離職した 閉山前に離職した 転勤先で閉山し、離職した 
全体 52 73.1 23.1 3.8 
1934 年以前出生 30 70.0 26.7 3.3 












             表 2-6 勤続年数（世帯主票・妻票の夫）        （％） 
  Ｎ 5 年未満 5～9 年 10～14 年 15～19 年 20～24 年 25 年以上 
全体 46 10.9 13.0 19.6 23.9 26.1 6.5 
1934 年以前出生 26 3.8 3.8 7.7 30.8 42.3 11.5 







た（世帯主票 Q9）。結婚時期（世帯主票 Q9SQ1_G、妻票 Q8）についてみると（図 2-3）2、最も多
いのが「1960 年代前半」で 36％、ついで「1950 年代後半」が 26％と、1950 年代後半から 1960 年
代前半の結婚が 62％となっている。一方、閉山をむかえた 1970（昭和 45）年以降の結婚は 11％だ
った。 
つぎに結婚年齢についてみると（図 2-4）、最も多いのが「20 代後半」で 66％、ついで「20 代前
半」が 21％と、20 代での結婚が 87％と大半を占めている。 
                                                   
















 これを出生年コーホート別に結婚経験年齢の累積比率をみると（図 2-5）、両コーホートともに 20
代での結婚が目立つ。とりわけ、年少コーホートでは 23～28 歳の間に結婚が集中している。 
 
 
図 2-5 結婚経験年齢の累積比率（世帯主票・妻票の夫） 
  
つぎに、配偶者（妻）の年齢差（世帯主票 Q9SQ2、妻票 Q9）を出生年コーホート別にみると（表
2-7）、妻が「年下」である割合は年長コーホートで 86％、年少コーホートで 74％と 12 ポイントの
差があり、年少コーホートでは「同年齢」が 21％と多くなっている。 
 
   表 2-7 配偶者（妻）との年齢差（世帯主票・妻票の夫）  （％） 
  N 年下 同年齢 年上 
全体 40 80.0 12.5 7.5 
1934 年以前出生 21 85.7 4.8 9.5 













































10代 20代前半 20代後半 30代
（%）






期、世帯主票 Q10SQ1、妻票 Q10SQ1）をみると（図 2-6）、最も多いのが「1960 年代前半」で 44％、
ついで「1950 年代後半」が 20％となっている。また、閉山をむかえた 1970（昭和 45）年以降の親
なりは 14％だった。さらに、第一子が誕生した年齢（親なり経験年齢）をみると（図 2-7）、最も多




に 20 代での親なりが多く見られる。年長コーホートでは 25～28 歳にかけて累積比率が大きく上昇




















































20代前半 20代後半 30代前半 30代後半
（％）





  表 2-8 子どもの人数（世帯主票・妻票の夫）  （％） 
  N 1 人 2 人 3 人以上 
全体 49 22.4 69.4 8.2 
1934 年以前出生 28 17.9 71.4 10.7 










 まず、ライフイベントごとの年齢記述統計量を出生年コーホート別にみると、表 2-9 のとおりに





表 2-9 「入社→結婚→親なり」の経験年齢（世帯主票・妻票の夫） 
  入社時年齢 現婚・初婚年齢 
  全体 1934 年以前出生 1935 年以降出生 全体 1934 年以前出生 1935 年以降出生 
度数 46 26 20 53 30 23 
平均値 18.7 18.5 18.9 26.3 26.4 26.0 
最小値 14.0 14.0 15.0 18.0 18.0 22.0 
中央値 18.5 18.0 19.0 26.0 26.0 26.0 
最大値 31.0 31.0 25.0 34.0 34.0 33.0 




全体 1934 年以前出生 1935 年以降出生 全体 1934 年以前出生 1935 年以降出生 
度数 49 28 21 50 29 21 
平均値 27.7 28.0 27.2 34.0 37.2 29.6 
最小値 22.0 22.0 24.0 17.0 17.0 21.0 
中央値 27.0 27.5 27.0 35.0 38.0 31.0 
最大値 36.0 36.0 30.0 45.0 45.0 35.0 






















       表 2-10 成人期への移行出来事の経験順序（世帯主票・妻票の夫）      （％） 
  N 入社→結婚→出産 入社→結婚=出産 結婚→入社→出産 入社→出産→結婚 
全体 46 82.6 13.0 2.2 2.2 
1934 年以前出生 25 80.0 12.0 4.0 4.0 























41 名が尺別炭砿で働いた経験があると回答している1。「妻票」は 16 名中、５名が夫も本調査に回
答しているため、この５名を除いた 11 名の夫についてみると、11 名すべてが尺別炭砿で働いた経
験があると回答している。合計 52 名の尺別炭砿就業経験者のうち、1970 年（昭和 45 年）２月の閉













閉山離職者 40 名の閉山時年齢をみると、平均は 35 歳で、範囲は 20 歳から 44 歳である。もっと










図 3-1 尺別炭砿閉山離職者の閉山時年齢（Ｎ=40） 
                                                   
1 「世帯主」の 42 名のうち１名は尺別炭砿で働いた経験について無回答であったため、この１名は本章の分析から
除外した。 











表 3-1 で閉山離職者の勤続年数についてみよう。平均勤続年数は 16 年である。年齢階級が高いグ
ループほど長期勤続となるが、階級内の分散も大きい。坑内年金受給要件である勤続年数 20 年を満
たしている比率は、「35-39 歳」では 36％にとどまるが、「40-44 歳」では 67％であった。 
 








勤続 20 年 
以上の比率 
全体 35(100.0) 16.4 年 6.6 4 年 29 年 35.1% 
34 歳以下 15 (42.9) 10.9 年 4.7 4 年 19 年 0.0% 
35-39 歳 11 (31.4) 19.4 年 3.0 17 年 24 年 36.4% 
40-44 歳 9 (25.7) 21.9 年 5.2 10 年 29 年 66.7% 
注：N は無回答５名を除く。 
 
次に、表 3-2 で尺別炭砿への入社時期をみておきたい。「1950 年代入社」が全体の 43％を占めて
いる。ついで「1940 年代入社」が 25％、「1960 年代入社」が 20％であった。入社年が「不明」で
あったものは 13％である。年齢階級別にみると、「34 歳以下」は 1950 年代以降に集中しており、「1950
年代入社」50％、「1960 年代入社」44％であった。一方で、「40-44 歳」は「1940 年代入社」が 60％
ともっとも高かった。 
 
        表 3-2 閉山離職者の尺別炭砿入社時期（年齢階級別）      （％） 
 
N 1940 年代入社 1950 年代入社 1960 年代入社 不明 
全体 40 25.0 42.5 20.0 12.5 
34 歳以下 16 0.0 50.0 43.8 6.3 
35-39 歳 14 28.6 50.0 0.0 21.4 
40-44 歳 10 60.0 20.0 10.0 10.0 
 
２－２．閉山離職者の閉山時の職位と職種 
 本項では閉山時の職位と職種をみていく。まず、表 3-3 で職位をみると、「鉱員」が全体の 35％、
「准員」24％、「職員」30％、「関連会社社員」11％であった。 
年齢階級別にみると、「34 歳以下」は、他の年齢グループと比べて「准員」の割合が 47％と高く、
ついで「鉱員」が 33％であった。「35-39 歳」は、「鉱員」が 46％と高い一方で、「関連会社社員」
も 23％と高かった。さらに、「40-44 歳」は、「職員」が 67％であり、他の年齢グループよりももっ
とも「職員」の割合が高い。 
 
       表 3-3 閉山離職者の閉山時の職位（年齢階級別）   （％） 
 
N 鉱員 准員 職員 関連会社社員 
全体 37 35.1 24.3 29.7 10.8 
34 歳以下 15 33.3 46.7 13.3 6.7 
35-39 歳 13 46.2 7.7 23.1 23.1 























採炭 掘進 機電 運搬 測量 保安 
全体 35 37.1 2.9 8.6 5.7 5.7 2.9 11.4 11.4 2.9 5.7 5.7 
34 歳以下 14 50.0 0.0 7.1 0.0 7.1 0.0 7.1 21.4 0.0 0.0 7.1 
35-39 歳 12 33.3 8.3 0.0 8.3 8.3 0.0 8.3 8.3 0.0 16.7 8.3 










 まず、尺別からの転出時期をみる。表 3-5 をみると、尺別炭砿が閉山した 1970 年２月 27 日から、
すぐに一部の離職者は転出していることがわかるが（８％）、本格的な移動は３月から始まっていく。
まず、「1970 年３月」は 21％である。つづく「1970 年４月」は 54％である。この４月に特に転出が
集中しており、４月の時点ですでに８割以上の離職者が転出していた。そして、「1970 年５月」は
15％である。すなわち、1970 年５月までにほぼすべての閉山離職者が尺別から転出したのである。 
 年齢階級別にみると、転出時期の傾向に大きな差はないが、「34 歳以下」と「35-39 歳」は「1970
年 4 月」に集中しており、「34 歳以下」は 56％、「35-39 歳」は 62％であった。 
 
          表 3-5 閉山離職者の尺別転出時期（年齢階級別）      （％） 
 
N 1970 年２月 1970 年３月 1970 年４月 1970 年５月 不明 
全体 39 7.7 20.5 53.8 15.4 2.6 
34 歳以下 16 0.0 31.3 56.3 12.5 0.0 
35-39 歳 13 15.4 7.7 61.5 15.4 0.0 
40-44 歳 10 10.0 20.0 40.0 20.0 10.0 











         表 3-6 閉山離職者の尺別転出時期（閉山時職位別）     （％） 
 N 1970 年２月 1970 年３月 1970 年４月 1970 年５月 不明 
全体 35 8.3 19.4 52.8 16.7 2.8 
鉱員 13 7.7 7.7 69.2 15.4 0.0 
准員 9 0.0 22.2 77.8 0.0 0.0 
職員 10 9.1 27.3 18.2 36.4 9.1 
注：N は無回答４名ならびに 1950 年代に転勤によって尺別から転出し、転勤先で閉山を迎えた１名を 
除く。また、「関連会社社員」は N が小さいため掲載を省略。 
 
３－２．閉山離職者の転出先 








          表 3-7 尺別炭砿閉山離職者の転出先（年齢階級別）      （％） 
 
N 
道内 道外・関東 関東以外 
北海道 栃木県 茨城県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 静岡県 
全体 39 7.5 2.5 7.5 10.0 22.5 15.0 32.5 2.5 
34 歳以下 16 12.5 0.0 6.3 12.5 25.0 12.5 25.0 6.3 
35-39 歳 13 7.1 0.0 7.1 7.1 28.6 21.4 28.6 0.0 
40-44 歳 10 0.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 50.0 0.0 























    表 3-8 尺別炭砿閉山離職者の移動形態（年齢階級別）  （％） 
 
N 単身での移動 家族と一緒 
全体 39 5.1 94.9 
34 歳以下 16 12.5 87.5 
35-39 歳 13 0.0 100.0 
40-44 歳 10 0.0 100.0 
注：N は 1950 年代に転勤によって尺別から転出し、転勤先で閉山を迎えた１名を除く。 
 
３－４．尺別からの転出理由 






















全体 39 59.0 5.1 20.5 15.4 
［年齢］      
34 歳以下 16 68.8 0.0 18.8 12.5 
35-39 歳 13 53.8 7.7 23.1 15.4 
40-44 歳 10 50.0 10.0 20.0 20.0 
［閉山時職位］      
鉱員 13 61.5 0.0 23.1 15.4 
准員 9 66.7 11.1 22.2 0.0 
職員 10 50.0 0.0 30.0 20.0 
注：全体の N は 1950 年代に転勤によって尺別から転出し、転勤先で閉山を迎えた１名を除く。また、 























年５月」は 23％で、「1970 年４月」とあわせると、閉山離職者のおよそ８割は「1970 年５月」まで
に第１職に就いていた。 
 年齢階級別にみると、「34 歳以下」は「1970 年４月」が 69％と高い。一方で、「40-44 歳」は、「1970
年４月」が 40％にとどまり、「1970 年５月」が 20％、「1970 年６月」が 10％、「1970 年８月」が 10％
となっている。 
 
     表 3-10 尺別炭砿閉山離職者の再就職（第１職就職）時期（年齢階級別） （％） 














全体 40 5.0 57.5 22.5 5.0 2.5 2.5 5.0 
34 歳以下 16 6.3 68.8 18.8 6.3 0.0 0.0 0.0 
35-39 歳 14 0.0 57.1 28.6 0.0 7.1 0.0 7.1 
40-44 歳 10 10.0 40.0 20.0 10.0 0.0 10.0 10.0 
 
４－２．再就職（第１職）の業種、仕事内容、所在地 





は全員が「製造業」へ再就職した。「34 歳以下」は「製造業」が 69％で、ついで「建設業」が 13％
である。「35-39 歳」は、「製造業」が 64％にとどまり、「鉱業」が 14％、「建設業」が７％、「生活
サービス・娯楽業」が７％であった。 
 
      表 3-11 尺別炭砿閉山離職者の再就職（第１職）業種（年齢階級別） （％） 
  N 鉱業 建設業 製造業 情報・通信 不動産 生活サービス 業種不明 
全体 40 7.5 7.5 75.0 2.5 2.5 2.5 2.5 
34 歳以下 16 6.3 12.5 68.8 6.3 6.3 0.0 0.0 
35-39 歳 14 14.3 7.1 64.3 0.0 0.0 7.1 7.1 
40-44 歳 10 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 










 年齢階級別に仕事内容をみると、「34 歳以下」は 69％が「工場労働」である。ついで、「建設作業」
と「事務作業」がそれぞれ 13％であった。「35-39 歳」は、「工場労働」が 67％であり、「その他」
が 17％と高かった。「その他」には、「鉱業・採石業」や「砕石業」という回答が含まれていた。「40-44
歳」は「事務作業」が 20％であり、ほかの年齢グループよりも高くなっている。 
 さらに、表 12 で確認したように、再就職先の業種としてもっとも割合が高かった「製造業」に就
いた 29 名の仕事内容をみておくと、「工場労働」が 76％ともっとも高く、ついで「事務作業」が 17％
であった。閉山離職者の第１職として、「製造業の工場労働」という特徴を挙げることができる。 
 
       表 3-12 尺別炭砿閉山離職者の再就職（第１職）仕事内容       （％） 
 







全体 38 65.8 7.9 2.6 13.2 5.3 5.3 
［年齢］        
34 歳以下 16 68.8 12.5 6.3 12.5 0.0 0.0 
35-39 歳 12 66.7 0.0 0.0 8.3 8.3 16.7 
40-44 歳 10 60.0 10.0 0.0 20.0 10.0 0.0 
［再就職先業種］        
製造業 29  75.9 3.4 0.0 17.2 3.4 0.0 







「34 歳以下」と「35-39 歳」は「東京都」の割合が若干高く、それぞれ２割程度であった。 
 
  表 3-13 尺別炭砿閉山離職者の再就職再就職（第１職）所在地（年齢階級別） （％） 
 
N 
道内 道内・関東 道内・関東以外 
北海道 栃木県 茨城県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 静岡県 山口県 
全体 40 5.0 2.5 10.0 10.0 20.0 15.0 32.5 2.5 2.5 
34 歳以下 16 6.3 0.0 6.3 12.5 18.8 18.8 31.3 6.3 0.0 
35-39 歳 14 7.1 0.0 7.1 7.1 28.6 21.4 21.4 0.0 7.1 



















「製造業」に再就職した 30 名についても就職経路をみておくと、「就職選考会での斡旋」は 67％で、
「友人・知人の紹介」が 20％、「親・きょうだい・親戚等の紹介」が 10％であった。 
 














全体 39 61.5 2.6 17.9 10.3 7.7 
［年齢］       
34 歳以下 16 50.0 0.0 25.0 12.5 12.5 
35-39 歳 13 69.2 7.7 15.4 7.7 0.0 
40-44 歳 10 70.0 0.0 10.0 10.0 10.0 
［閉山時職位］       
 鉱員 13 84.6 0.0 15.4 0.0 0.0 
准員 9 44.4 0.0 44.4 0.0 11.1 
職員 11 54.5 9.1 9.1 18.2 9.1 
［再就職先業種］       
 製造業 30 66.7 0.0 20.0 10.0 3.3 




（表 3-15）。まず、全体では「現地見学会へ行った」が 62％、「行かなかった」が 33％であり、事
前に現地へ赴いた離職者が多かったことがわかる。 
 年齢階級別にみると、「35-39 歳」は 77％が「現地見学会に行った」と回答しており、他の年齢グ
ループよりも高くなっている。また、閉山時の職位別では、「鉱員」と「職員」は６割以上が「現地
見学会に行った」と回答しているが、「准員」は 56％にとどまり、「行かなかった」が 44％となって











表 3-15 尺別炭砿閉山離職者の現地見学への参加有無   （％） 
 
N 行った 行かなかった 見学会はなかった 
全体 39 61.5 33.3 5.1 
［年齢］     
34 歳以下 16 50.0 43.8 6.3 
35-39 歳 13 76.9 23.1 0.0 
40-44 歳 10 60.0 30.0 10.0 
［閉山時職位］     
鉱員 13 61.5 38.5 0.0 
准員 9 55.6 44.4 0.0 
職員 11 63.6 18.2 18.2 
［再就職先業種］     
 製造業 30 63.3 33.3 3.3 




「就職選考会での斡旋」で再就職先を決めた 24 名のうち、「1970 年 4 月」に再就職したのは 13 名










 なお、年齢階級別にみると、「34 歳以下」と「35-39 歳」は失業保険の給付を受けた割合が若干高
く、それぞれ 38％と 31％である。閉山時の職位別では、「鉱員」と「職員」の失業保険給付の割合
は低い。また、「製造業」に再就職した 29 名のうち、失業保険の給付を受けたのは 21％であった。 
 
       表 3-16 尺別炭砿閉山離職者の失業保険の給付    （％） 
 
N 失業給付を受けた 受けなかった 
全体 39 28.2 71.8 
［年齢］    
34 歳以下 16 37.5 62.5 
35-39 歳 13 30.8 69.2 
40-44 歳 10 10.0 90.0 
［閉山時職位］    
鉱員 12 8.3 91.7 
准員 9 44.4 55.6 
職員 11 18.2 81.8 
［再就職先業種］    
 製造業 29 20.7 79.3 
















 年齢階級別にみると、「34 歳以下」は「仕事内容」と「社宅の確保」が 69％とそれぞれ高い。一
方で、「35-39 歳」は「社宅の確保」と「雇用の安定」が 85％と高くなっている。「40-44 歳」は「社
宅の確保」と「雇用の安定」が 60％であった。 
 















全体 39 64.1 35.9 7.7 51.3 71.8 7.7 64.1 2.6 
34 歳以下 16 68.8 37.5 6.3 56.3 68.8 6.3 50.0 6.3 
35-39 歳 13 69.2 46.2 7.7 53.8 84.6 15.4 84.6 0.0 
40-44 歳 10 50.0 20.0 10.0 40.0 60.0 0.0 60.0 0.0 











 では、表 3-18 で「仕事内容と安定性重視タイプ」と「個別事項重視タイプ」について、年齢階級
別と閉山時の職位別に割合をみておこう。全体では、「仕事内容と安定性重視タイプ」が 46％（18
名）、「個別事項重視タイプ」が 54％（21 名）で、後者の割合が若干高かった。「34 歳以下」と「40-44
歳」も半数以上が「個別事項重視タイプ」である。「35-39 歳」のみ、「仕事内容と安定性重視タイ






















全体 39 46.2 53.8 
［年齢］    
34 歳以下 16 43.8 56.3 
35-39 歳 13 53.8 46.2 
40-44 歳 10 40.0 60.0 
［閉山時職位］ 36   
鉱員 13 38.5 61.5 
准員 9 55.6 44.4 
職員 11 45.5 54.5 





























全体 30 76.7 6.7 10.0 6.7 
仕事内容と安定性重視タイプ 14 85.7 14.3 0.0 0.0 




























全体 38 21.1 23.7 7.9 23.7 23.7 
仕事内容と安定性重視タイプ 17 17.6 29.4 11.8 17.6 23.5 
個別事項重視タイプ 21 23.8 19.0 4.8 28.6 23.8 







重視タイプ」は「つらかった」が 50％と半数を占め、「楽だった」が 36％にとどまった。 
 
 表 3-21 尺別での仕事と再就職で就いた仕事とのつらさの比較(仕事重視事項タイプ別)（％） 
 
N つらかった 楽だった 変わらなかった 
全体 30 40.0 40.0 20.0 
仕事内容と安定性重視タイプ 14 28.6 42.9 28.6 









「個別事項重視タイプ」は「やりがいがあった」は 43％、「やりがいがなかった」は 36％であった。 
 
 表 3-22 尺別での仕事と再就職で就いた仕事とのやりがいの比較(仕事重視事項タイプ別)（％） 
 
N やりがいがあった やりがいがなかった 変わらなかった 
全体 28 46.4 25.0 28.6 
仕事内容と安定性重視タイプ 14 50.0 14.3 35.7 












 表 3-23 で、第１職の継続の有無をみると、調査時点（2016 年５月時点）で「継続している」と
回答したのは３名（7.5％）であった。この３名を除く 37 名はすでに退職しており、「定年退職した」
は 25 名（63％）、「定年退職以外の理由で退職した」は 12 名（30％）であった。 
 
      表 3-23 尺別転出後の第１職の継続有無（年齢階級別）  （％） 
 
N 継続している 定年退職した 
定年退職以外の 
理由で退職した 
全体 40 7.5 62.5 30.0 
34 歳以下 16 18.8 50.0 31.3 
35-39 歳 14 0.0 71.4 28.6 
40-44 歳 10 0.0 70.0 30.0 
 
 では、調査時点ですでに第１職を退職していた 37 名は、第１職をどのくらいの期間継続したのだ
ろうか。37 名中、退職時期がわかる 31 名について、退職理由別にその勤続月数（年数）をみてい
こう（表 3-24）。 
まず、全体の平均勤続月数をみると 246 ヵ月（20 年６ヵ月）である。標準偏差が 130 と高く、ば
らつきは大きいが、閉山離職後の第１職は長期間継続された傾向にあることがわかる。 
「定年退職」をした 21 名の平均勤続月数は 297 ヵ月（24 年９ヵ月）である。最小値は 156 ヵ月
（13 年）、最大値は 466 ヵ月（38 年 10 ヵ月）であった。「定年退職以外の理由で退職」をした 10
名は、平均勤続月数が 135 ヵ月（11 年３ヵ月）であり、最小値は４ヵ月、最大値は 458 ヵ月（38
年２ヵ月）である。 
 













全体 31(100.0) 246 ヵ月 20 年 6 ヵ月 130.3 4 ヵ月 466 ヵ月 
定年退職 21 (67.7) 297 ヵ月 24 年 9 ヵ月 93.9 156 ヵ月 466 ヵ月 











 では、第１職を「定年退職」あるいは「定年退職以外の理由で退職」した 37 名のうち、さらに別
の仕事（第２職）に就いたかどうかについてみていく（表 3-25）。全体では、第２職に「就いた」
のは 20 名（54％）、「就かなかった」のは 17 名（46％）である。すなわち、閉山離職者 40 名のうち、
半数が第２職を経験している。 
さらに、第１職の退職理由別に第２職への就職をみると、第１職を定年退職した 25 名のうち、
第２職に「就いた」のは 11 名（44％）、「就かなかった」のは 14 名（56％）であった。また、定年
退職以外の理由で退職した 12 名のうち、第２職に「就いた」のは 9 名（75％）、「就かなかった」の
は 3 名（25％）である。 
 
    表 3-25 第１職退職後の第２職への就職（第１職退職理由別）（％） 
 
N 就いた 就かなかった 
全体 37 54.1 45.9 
定年退職 25 44.0 56.0 
定年退職以外の理由で退職 12 75.0 25.0 
 
 最後に、第２職の継続とその期間、またその後の職業キャリアについて補足しておこう。第２職
についた 20 名のうち、第２職が最後の仕事となったのは 10 名であった。うち６名が「定年退職」、
４名が「定年退職以外の理由で退職」した。この 10 名についてのみ、第２職の勤続月数（年数）を
みておくと、平均勤続月数は 141 ヵ月（11 年９ヵ月）、標準偏差は 78.4 であった。最小値は 12 ヵ
月（１年）、最大値は 298 ヵ月（24 年 10 ヵ月）である。 












































少コーホート」）の区分を用いる。いずれのコーホートも 53 人ずつで、年長コーホートは男性 34


































































































表 4-1 離尺経験年齢の記述統計量（出生年コーホート・性別） 
    度数 平均値 最小値 中央値 最大値 標準偏差 
全体 103 17.1 10.0 17.0 26.0 3.0 
1950 年以前出生 
全体 51 18.7 10.0 19.0 26.0 3.1 
男 33 18.4 10.0 19.0 26.0 3.2 
女 18 19.3 13.0 19.0 23.0 2.9 
1951 年以後出生 
全体 52 15.5 10.0 16.0 19.0 1.8 
男 31 15.2 10.0 16.0 19.0 1.9 








が 26％、「道内」が 18％となっている。転出先上位の都道府県は、北海道 46 人、ついで東京都 21









         表 4-2 尺別からの転出先（出生年コーホート・性別）     （％） 
    N 釧路 道内 東北 関東 中部・関西等 
全体 
 
104 26.0 18.3 2.9 43.3 9.6 
1950 年以前出生 
全体 52 23.1 25.0 1.9 44.2 5.8 
男 33 27.3 21.2 0.0 42.4 9.1 
女 19 15.8 31.6 5.3 47.4 0.0 
1951 年以後出生 
全体 52 28.8 11.5 3.8 42.3 13.5 
男 31 32.3 6.5 6.5 45.2 9.7 


















           表 4-3 最終学歴（出生年コーホート・性別）        （％） 
  
N 中学校 高校 高専・短大 大学・大学院 その他 
全体 
 
106 6.6 48.1 13.2 24.5 7.5 
1950 年以前出生 
全体 53 9.4 50.9 9.4 24.5 5.7 
男 34 2.9 55.9 5.9 29.4 5.9 
女 19 21.1 42.1 15.8 15.8 5.3 
1951 年以後出生 
全体 53 3.8 45.3 17.0 24.5 9.4 
男 32 6.3 43.8 6.3 37.5 6.3 





和 25）～1973（昭和 48）年に、年少コーホートでは 1968（昭和 43）～1985（昭和 60）年に分布し
ている。 
初職経験年齢（Q18SQ4）の累積比率をみると（図 4-2）、両コーホートともに 19 歳での就職が目






図 4-2 初職就職経験年齢の累積比率 
                                                   
























表 4-4 初職就職経験年齢の記述統計量（出生年コーホート・性別） 
    度数 平均値 最小値 中央値 最大値 標準偏差 
全体 96 20.0 15.0 19.0 28.0 2.9 
1950 年以前出生 
全体 43 19.8 15.0 19.0 28.0 2.8 
男 31 20.3 15.0 19.0 28.0 3.0 
女 12 18.8 16.0 19.0 22.0 1.8 
1951 年以後出生 
全体 53 20.1 15.0 19.0 28.0 3.0 
男 32 20.4 15.0 19.5 27.0 3.2 









       表 4-5 転出と初職タイミング（出生年コーホート・性別）    （％） 
    N 転出前初職 転出同時初職 転出後初職 
全体 
 
94 9.6 29.8 60.6 
1950 年以前出生 
全体 42 21.4 45.2 33.3 
男 31 9.7 54.8 35.5 
女 11 54.5 18.2 27.3 
1951 年以後出生 
全体 52 0.0 17.3 82.7 
男 31 0.0 16.1 83.9 






















        表 4-6 初職産業「他産業」の内訳（出生年コーホート・性別）      （％） 











71 8.5 31.0 21.1 12.7 7.0 19.7 
1950 年以前出生 
全体 31 12.9 32.3 19.4 3.2 9.7 22.6 
男 23 17.4 34.8 21.7 4.3 0.0 21.7 
女 8 0.0 25.0 12.5 0.0 37.5 25.0 
1951 年以後出生 
全体 40 5.0 30.0 22.5 20.0 5.0 17.5 
男 25 8.0 36.0 28.0 16.0 0.0 12.0 









           表 4-7 初職の仕事内容（出生年コーホート・性別）     （％） 














全体 100 11.0 5.0 20.0 32.0 10.0 9.0 13.0 
1950 年以前出生 
全体 47 14.9 8.5 23.4 31.9 2.1 4.3 14.9 
男 30 16.7 13.3 30.0 20.0 3.3 6.7 10.0 
女 17 11.8 0.0 11.8 52.9 0.0 0.0 23.5 
1951 年以後出生 
全体 53 7.5 1.9 17.0 32.1 17.0 13.2 11.3 
男 32 12.5 3.1 25.0 15.6 21.9 15.6 6.3 




















         表 4-8 初職就職の地域（出生年コーホート・性別）      （％） 
    N 釧路 道内 東北 関東 中部・関西 
全体 
 
95 17.9 13.7 3.2 55.8 9.5 
1950 年以前出生 
全体 43 32.6 14.0 2.3 44.2 7.0 
男 31 22.6 12.9 0.0 54.8 9.7 
女 12 58.3 16.7 8.3 16.7 0.0 
1951 年以後出生 
全体 52 5.8 13.5 3.8 65.4 11.5 
男 31 3.2 3.2 6.5 77.4 9.7 











           表 4-9 初職の継続状況（出生年コーホート・性別）        （％） 
    N 継続している 定年退職した 定年退職以外の理由で退職した 
全体 90 7.8 21.1 71.1 
1950 年以前出生 
全体 38 2.6 26.3 71.1 
男 27 3.7 33.3 63.0 
女 11 0.0 9.1 90.9 
1951 年以後出生 
全体 52 11.5 17.3 71.2 
男 32 15.6 21.9 62.5 
女 20 5.0 10.0 85.0 








            表 4-10 初職勤続年（出生年コーホート・性別）      （％） 
    N 5 年以下 6～15 年 16～25 年 26～35 年 36 年以上 
全体 83 51.8 10.8 4.8 10.8 21.7 
1950 年以前出生 
全体 39 43.6 10.3 2.6 15.4 28.2 
男 28 35.7 3.6 3.6 21.4 35.7 
女 11 63.6 27.3 0.0 0.0 9.1 
1951 年以後出生 
全体 44 59.1 11.4 6.8 6.8 15.9 
男 26 46.2 11.5 11.5 11.5 19.2 
女 18 77.8 11.1 0.0 0.0 11.1 















































































































いて問 19 で尋ねており、それぞれ以下のような結果となった。 
 
 
図 5-1 尺別時代の暮らし向きの満足度 
 
同じく、尺別での人間関係の満足度については、世帯主およびその妻について問 21、子・きょう
だいについて問 20 で尋ねており、それぞれ以下のような結果となった。 
 
 










































について問 22、子・きょうだいについて問 21 で尋ねており、それぞれ以下のような結果となった。 
 
 








図 5-4 尺別で働いていたことを幸せだったと思うか（世帯主 Q23） 
 

























































たときに何らかの団体に参加していたどうか、世帯主については問 29、妻について問 27 で尋ねて
おり、以下のような結果となった（表と図で示す）。 
 
表 5—1 参加していた団体 
 
世帯主（Q29） 妻（Q27） 
労働組合・職員組合 29 8 
職場のサークル・クラブ活動 9 2 
職場以外でのサークル・クラブ活動 8 2 
社会奉仕・ボランティア 1 0 
宗教団体 2 0 
出身校の同窓会 12 2 
自治会・町内会 5 5 
その他 2 0 
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世帯主（Q30）
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について問 31 で尋ねており、それぞれ以下のような結果となった。 
 
 
図 5-9 閉山を予想していましたか 
 
 
図 5-10 閉山を聞いたとき驚きましたか 
 
これをみると、「閉山を予想していたか」については、世帯主と子どもではっきりとした違いが












































表 5-2 閉山が及ぼした影響 
 
世帯主（Q37） 妻（Q35） 子ども（Q32） 
今後の生活への不安を抱かされた 19 14 29 
子どもたちの進路変更を余儀なくされた 5 7 26 
社会への問題意識をかき立てられた 4 3 13 
尺別への思いを新たにした 7 8 40 
炭鉱への思いを強くさせられた 10 5 14 
職場仲間との別れを強いられた 17 6 45 
近所の人たちとの別れを強いられた 18 12 33 
家族との別れを強いられた 10 8 19 
人が少なくなっていく寂しさを感じさせられた 3 5 20 
転居先での炭鉱閉山についての無関心を感じさせられた 7 3 13 
新天地での可能性を開いてくれた 13 5 18 
その他 1 1 15 
 
 
図 5-11 尺別炭砿の閉山が及ぼした影響 































































































うだいについて問 22 で尋ねており、それぞれ以下のような結果となった。 
 
 















































たいと思うか」を、世帯主については問 26 および 27、妻について問 24 および 25、子・きょうだい
について問 23 および 24 で尋ねており、それぞれ以下のような結果となった。 
 
 
図 5-15 閉山後に尺別に行ったことがあるか 
 
 






問 31、子・きょうだいについて問 28 で尋ねており、それぞれ以下のような結果となった。 
 
 





















































































































































 まず、「印象に残っている行事・出来事」について、頻出語 150 語を抽出してそこから動詞および




踊り大会」も計 36 回挙げられている。 
 また、語と語の関連性の強さを示す共起ネットワークの図を作成すると、以下の通りとなった。
その際、抽出する語は４回以上出現する語（動詞を除く、文書単位）に限定し、関連性の強さを示















表 5-3 頻出語上位 58語（動詞・形容詞・副詞を除く） 
抽出語 文書数  抽出語 文書数 
運動会 46  小学生 5 
お祭り（お祭り・祭り・お祭） 29  職場 5 
盆踊 25  中学校 5 
山 15  母 5 
夏 12  ５月 4 
山神祭 12  お盆 4 
炭砿 11  すずらん狩 4 
思い出 10  キャンプ 4 
海 9  印象 4 
学校 9  映画 4 
尺別 9  映画館 4 
閉山 9  花火大会 4 
小学校 8  会館 4 
前 8  魚釣 4 
父 8  近所 4 
今 7  広場 4 
生活 7  尺別炭砿 4 
盆おどり 7  出来事 4 
遠足 6  昭和 4 
岐線 6  神社 4 
行事 6  人 4 
参加 6  川 4 
全 6  全体 4 
中学 6  大会 4 
友人 6  町 4 
家 5  冬 4 
子供 5  等 4 
自分 5  年 4 

























似性測度といって関連が強いほど 1 に近づくものである。 
 

































































盆踊 .132  運動会 .243 
海 .101  お祭り .144 
山 .094  盆踊 .138 
炭砿 .085  行く .090 
良い .075  夏 .081 
小学校 .075  山神祭 .081 
閉山 .074  参加 .060 
思う .072  行事 .060 



























・ 年に 1 回のお祭りで、他山対抗の相撲大会、お神輿、出店、夜は花火大会等大賑い。 



























 次に、「思い出深い場所」について、頻出語 150 語を抽出してそこから動詞および形容詞・副詞を











表 5-7 頻出語上位 53語（動詞・形容詞・副詞を除く） 
抽出語 文書数  抽出語 文書数  抽出語 文書数 
映画館 17  ハゲ山 6  紅葉 3 
山 15  家 6  黒川 3 
尺別 14  協和会館 5  山菜 3 
川 14  鯉沼 5  山菜採り 3 
沢 12  今 5  仕事 3 
海 10  スキー 4  指定商 3 
学校 10  スケートリンク 4  自然 3 
健保会館 10  記憶 4  社宅 3 
小学校 10  錦町 4  尺別海岸 3 
冬 10  春 4  尺別炭砿 3 
岐線 9  先生 4  商店街 3 
黒川 9  スケート 3  小・中学校 3 
中学校 9  リンク 3  小中学校 3 
神社 8  映画 3  程 3 
風呂 8  駅 3  浜 3 
サイレン山 7  海岸 3  福寿草 3 
場所 7  共同浴場 3  遊び 3 
裏山 7  校庭 3    
 
 これをみると、思い出深い場所として特定の場所としては「映画館」（17 回）や「健保会館」（10
回）、「岐線」（9 回）、「神社」（8 回）、「風呂」（8 回、健保会館にあった）、「協和会館」（5 回、映画
館とはこの会館のことを指している）、「スケートリンク」（4 回）、「錦町」（4 回）をはじめ、学校関
係では「学校」（10 回）、「小学校」（10 回）、「中学校」（9 回）、「校庭」「小・中学校」「小中学校」（い
ずれも 3 回）が頻出し、自然関係では「黒川」（9 回）、「サイレン山」（7 回）、「裏山」（7 回）、「ハ
ゲ山」（6 回、裏山の通称だったようだ）、「鯉沼」（5 回）という具合になった。最後の自然に関して


















可能な 164 名分の回答を対象に、回答者の性別、出生コーホート（1949 年以前生まれか、1950 年以
降生まれか）、職階（鉱員、准員・職員、関連会社ほか、子・きょうだいの場合を除き、妻の場合は
夫の職階）、転出年（1969 年以前か、閉山年である 1970 年以降か）による違いを分析したところ、










ど 1 に近づくものである。 
 





女性  男性 
山 .099  行く .153 
 
山 .164  川 .089 
沢 .072  黒川 .138 
 
学校 .138  尺別 .089 
行う .056  健保会館 .136 
 
行く .136  サイレン山 .055 
神社 .055  家 .105 
 
映画館 .123  神社 .055 
岐線 .055  ハゲ山 .105 
 
風呂 .103  中学校 .054 
鯉沼 .047  映画館 .105 
 
黒川 .083  岐線 .054 
協和会館 .037  風呂 .102 
 
思う .082  鯉沼 .046 
今 .037  川 .092 
 
小学校 .082  裏山 .046 
映画 .028  サイレン山 .085 
 





沢 .079  協和会館 .037 
 




映画館 .118  健保会館 .108 
山 .107  川 .091 
神社 .103  尺別 .091 
沢 .084  思う .082 
岐線 .074  行く .081 
学校 .073  家 .073 
小学校 .073  風呂 .071 
冬 .073  黒川 .071 































































































図 6-1 尺中の卒業生か否か 
 
 卒業年をみると（表 6-1）、世帯主では 1948（昭和 23）～1964（昭和 39）年、妻では 1948（昭和


























表 6-1 尺中の卒業年（年数は昭和） 
 
23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 
世帯主 1 2 5 2 2 1 2 1 0 0 2 2 
妻 1 2 0 0 2 0 0 0 2 0 0 1 
子・きょうだい 2 1 0 0 0 1 0 0 4 1 1 3 
合計 4 5 5 2 4 2 2 1 6 1 3 6 
 
35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 合計 
世帯主 1 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 23 
妻 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 9 
子・きょうだい 5 7 7 1 5 3 3 3 6 7 17 77 













図 6-2 心に残った先生との関係性（％） 
 





































世帯主（Q42） 妻（Q42) 子・きょうだい（Q37) 合計
市橋大明先生 4 1 20 25
西岡道義先生 22 22
村雲忠夫先生 2 1 14 17
池端清美先生 2 1 10 13
平沢啓子先生 3 3 7 13




藤田正先生 5 1 6
吉田憲正先生 5 1 6
辻日出男先生 6 6
松実寛先生 6 6
岩本茂治先生 1 4 5
小笠原修徳先生 3 1 1 5
豊島豊先生 5 5
箱崎伸一先生 1 4 5
田原一康先生 5 5
秋山武志先生 5 5
石井タツ子先生 2 2 1 5
田中義一先生 2 2 4
安宅隆先生 2 2 4
















主では「２人」～「125 人」とかなり幅があり、平均は 13.1 人（標準偏差 26.2）であった。妻は「２
人」～「20 人」で、平均は 9.6 人（標準偏差 6.7）であった。子・きょうだいでは「０人」～「150
人」の幅で、平均は 9.1 人（標準偏差 17.1）であった。「125 人」や「150 人」は学年全体を指して
いるものと考えられる。 
 さらに、中学時代に仲がよかった友だちのうち、現在も連絡先がわかる人の人数を尋ねたところ、
世帯主では、「０人」～「15 人」の幅で、平均は 5.1 人（標準偏差 3.8）であった。妻も「０人」～
「15 人」の幅で、平均は 5.4 人（標準偏差 4.7）であった。子・きょうだいでは「０人」～「90 人」








































図 6-4 尺中の生徒間に親の職種の違いを気にする雰囲気はあったか 
 
 
図 6-5 尺小の児童間に親の職種の違いを気にする雰囲気はあったか 
 
 
































































































































を 1949 年以前生まれと 1950 年以降生まれにわけてみると、1949 年以前生まれでは「炭鉱以外で働





              表 6-3 将来の居住地希望            （％） 
 
N 尺別 釧路 札幌 帯広 道内 東京 
全体 128 21.1 17.2 10.9 0.8 3.1 8.6 
世帯主（Q49-1） 25 56.0 12.0 4.0 0.0 0.0 0.0 
妻（Q49-1） 10 30.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
子・きょうだい（Q44-1） 93 10.8 18.3 14.0 1.1 4.3 11.8 






全体 128 0.8 2.3 6.3 3.9 8.6 16.4 
世帯主（Q49-1） 25 4.0 0.0 8.0 4.0 4.0 8.0 
妻（Q49-1） 10 0.0 0.0 10.0 10.0 20.0 10.0 
子・きょうだい（Q44-1） 93 0.0 3.2 5.4 3.2 8.6 19.4 
 












全体 126 6.3 6.3 0.8 3.2 
世帯主（Q49-1) 25 24.0 24.0 0.0 0.0 
妻（Q49-1) 10 0.0 0.0 0.0 40.0 







全体 126 49.2 7.9 13.5 12.7 
世帯主（Q49-1) 25 32.0 4.0 4.0 12.0 
妻（Q49-1) 10 40.0 10.0 0.0 10.0 
子・きょうだい（Q44-1) 91 54.9 8.8 17.6 13.2 
 

























            表 6-5 親による将来の居住地希望          （％） 





126 31.0 14.3 3.2 12.7 21.4 17.5 
世帯主（Q49-2） 25  68.0 4.0 0.0 8.0 12.0 8.0 
妻（Q49-2) 10 70.0 0.0 0.0 10.0 20.0 0.0 
子・きょうだい（Q44-2） 91 16.5 18.7 4.4 14.3 24.2 22.0 
 














全体 126 7.1 7.1 3.2 4.0 33.3 
世帯主（Q49-1) 25 32.0 28.0 0.0 0.0 12.0 
妻（Q49-1) 10 0.0 0.0 10.0 40.0 20.0 








全体 126 7.1 1.6 22.2 14.3 
世帯主（Q49-1) 25 8.0 0.0 4.0 16.0 
妻（Q49-1) 10 10.0 0.0 20.0 0.0 













                表 6-7 中学卒業後の進路希望            （％） 









全体 126 64.3 4.8 14.3 9.5 1.6 5.6 
世帯主（Q50-1) 25 36.0 4.0 28.0 20.0 4.0 8.0 
妻（Q50-1） 10 30.0 10.0 50.0 10.0 0.0 0.0 
子・きょうだい（Q45-1） 91 75.8 4.4 6.6 6.6 1.1 5.5 
 











図 6-8 進路の希望理由（％） 
 
５－３．中学卒業後の受験状況 





 ただし、自身の希望進路と実際の進路との関係をまとめた図 6-10 をみると、意外と「希望とは異

























図 6-9 中学卒業後の受験状況（％） 
 
 
































             表 6-8 希望進路と実際の進路が異なった理由        （％） 















全体 47 10.6 12.8 17.0 4.3 29.8 4.3 21.3 
世帯主（Q50-4） 11 18.2 9.1 0.0 0.0 27.3 9.1 36.4 
妻（Q50-4） 5 0.0 0.0 0.0 20.0 60.0 20.0 0.0 








































記念誌編集委員会編，2000，『尺別炭砿中学校閉校 30 周年記念誌「あこがれ」』． 
新藤慶，2016，「炭鉱閉山がもたらす子どもの生活と意識の変容――尺別炭砿閉山前後の中学生の作
































 次に、調査時点の居住地や、住宅、同居家族等についてみていく。まず、図 7-2 で現在の居住地
域をみよう。東京尺別会会員を対象としているので、「世帯主」と「妻」は、８割以上が関東地方に
居住している。「世帯主」は、関東地方のうち、半数が神奈川県に居住している。一方で、「子・き
                                                   



















ょうだい」は、関東地方が７割弱で、釧路管内を含む道内が 15％、中部・関西が 11％であった。 
 
 
図 7-2 現在の居住地域2 
 
 次に、表 7-1 で現在の住まいの居住年数をみていこう。「世帯主」と「妻」は、「45～49 年」が最
も多い。「世帯主」は 30％、「妻」は 47％である。これは、1970 年２月 27 日の閉山以降、1970 年４
月あるいは５月に尺別を離れてから、最初に居住した場所に、現在も住み続けている割合が高いと
いうことである。また、現在の住まいに「30 年以上」居住している割合を算出すると、「世帯主」
は 68％、「妻」は 73％であった。 
 「子・きょうだい」は、「世帯主」と「妻」とは少し異なる傾向を示している。まず、もっとも割





               表 7-1 現在の住まいの居住年数           （％） 
 
N １～４年 ５～９年 10～14 年 15～19 年 20～24 年 25～29 年 
世帯主 40 5.0 10.0 2.5 5.0 2.5 7.5 
妻 15 0.0 0.0 6.7 13.3 0.0 6.7 
子・きょうだい 101 5.9 1.0 5.9 10.9 8.9 8.9 
 
N 30～34 年 35～39 年 40～44 年 45～49 年 50 年以上 
 
世帯主 40 5.0 7.5 17.5 30.0 7.5 
 
妻 15 6.7 6.7 13.3 46.7 0.0 
 
子・きょうだい 101 16.8 13.9 14.9 11.9 1.0 
 






                                                   































          表 7-2 これまでの転居の回数           （％） 
 
N １回 ２回 ３回 ４回 ５回 
世帯主 42 23.8 16.7 23.8 7.1 4.8 
妻 16 6.3 25.0 37.5 18.8 0.0 
子・きょうだい 103 1.0 9.7 14.6 14.6 16.5 
 
N ６回 ７回 ８回 ９回以上 
 
世帯主 42 7.1 11.9 2.4 2.4 
 
妻 16 6.3 6.3 0.0 0.0 
 
子・きょうだい 103 15.5 10.7 5.8 11.7 
 














もらった。その結果は表 7-3 のとおりである。 
                                                   




























             表 7-3 現在の同居家族（複数回答）       （％） 
 




世帯主 42 14.3 71.4 38.1 26.2 14.3 
妻 16 12.5 50.0 62.5 25.0 25.0 












世帯主 42 0.0 2.4 0.0 0.0 0.0 
妻 16 0.0 0.0 0.0 0.0 6.3 
子・きょうだい 104 2.9 4.8 1.9 1.9 1.9 





あった。「子・きょうだい」は「自分」の割合が 72％と高いが、「配偶者」も 28％であった。 
 
 








                                                   




















































―2016 年度  東京尺別会調査報告書― 
 
（JAFCOF 釧路研究会リサーチ・ペーパーvol.10）  
◆  







本報告書は，  2016〜2018 年度日本学術振興会科学研究費補助金（基盤研究 C）『第４次石炭政策
下での閉山離職者家族のライフコース：釧路炭田史再編にむけた追跡研究』（課題番号・16K04111 研
究代表者・嶋﨑尚子）による研究成果の一部である。  
